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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 93,390 △16.5 △3,141 ― △3,542 ― △10,062 ―
21年3月期 111,848 △6.5 △348 ― △159 ― △2,287 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 △146.52 ― △29.5 △4.3 △3.4
21年3月期 △33.29 ― △5.6 △0.2 △0.3

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  △713百万円 21年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 74,900 29,165 38.9 424.75
21年3月期 89,232 39,091 43.8 568.85

（参考） 自己資本   22年3月期  29,165百万円 21年3月期  39,091百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 2,026 △1,063 △2,214 7,067
21年3月期 1,672 △3,577 △1,147 8,331

2.  配当の状況 

（注）22年３月期の配当原資には、資本剰余金が含まれております。詳細は、３ページ「資本剰余金を配当原資とする配当金の内訳」をご覧ください。 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 7.00 ― 7.00 14.00 962 ― 2.3
22年3月期 ― 2.00 ― 2.00 4.00 274 ― 0.8
23年3月期 

（予想）
― 3.00 ― 3.00 6.00 21.1

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

45,500 3.0 △200 ― △450 ― 0 ― 0.00

通期 96,500 3.3 1,950 ― 2,000 ― 1,950 ― 28.40
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、18ページ「(6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 4．会計処理基準に関する事項」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純損失（連結）金額の算定の基礎となる株式数については、37ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 72,196,487株 21年3月期 72,196,487株
② 期末自己株式数 22年3月期  3,531,474株 21年3月期  3,477,125株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 75,524 △18.4 △3,530 ― △2,731 ― △8,991 ―
21年3月期 92,579 △8.5 △1,168 ― △556 ― △2,398 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年3月期 △130.86 ―
21年3月期 △34.90 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 64,827 26,081 40.2 379.68
21年3月期 77,750 34,962 45.0 508.78

（参考） 自己資本 22年3月期  26,081百万円 21年3月期  34,962百万円

2.  23年3月期の個別業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想に関する事項につきましては、４ページ「１．経営成績(1)経営成績に関する分
析」をご参照ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

36,000 3.0 △400 ― 150 ― 750 ― 10.92

通期 78,000 3.3 1,300 ― 1,900 ― 2,200 ― 32.03
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資本剰余金を配当原資とする配当金の内訳

22年３月期の配当のうち、資本剰余金を配当原資とする配当金の内訳は以下のとおりであります。

基準日 期末 合計

１株当たり配当金 　２円00銭 　２円00銭

配当金総額 137百万円 137百万円

（注）純資産減少割合　０．００６
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(1）経営成績に関する分析 

 ①当期の経営成績 

  当連結会計年度におけるわが国経済は、新興国の需要に支えられた輸出等の一部では景気悪化に底打ちの兆しが

 見られるものの、一昨年より続く世界規模での景気低迷の影響が依然として続いており、企業業績は低迷し、雇用

 環境及び所得環境が悪化するなど、大変厳しい状況で推移いたしました。 

  当グループを取り巻く建設・住宅業界におきましても、企業業績悪化による民間設備投資の減少傾向は改善され

 ず、また公共設備投資がさらに削減されるなど、依然として厳しい事業環境が続いております。 

  このような状況下におきまして、当連結会計年度の売上高は、93,390百万円と前連結会計年度に比べ18,458百万

 円(16.5%)の減少となりました。収益面では、原価及び固定費など企業コストの削減に努めましたものの、建築着 

 工数減少に伴う売上高減少の影響等により、営業損失は3,141百万円（前年同期は営業損失348百万円）となり、持

 分法による投資損失等を営業外費用として計上しました結果、経常損失は3,542百万円（前年同期は経常損失159百

 万円）となりました。また、当連結会計年度及び今後の業績動向を勘案し、繰延税金資産の回収可能性につきまし

 て慎重に検討しました結果、繰延税金資産を取崩し、法人税等調整額5,320百万円を計上したこと等により、当期 

 純損失は10,062百万円（前年同期は当期純損失2,287百万円）となりました。 

  事業の種類別セグメントの業績は次の通りであります。 

 １．シャッター関連製品事業 

   設備投資の減少に伴う建築着工数減少の影響から概ね低調傾向にあり、当連結会計年度の売上高は38,632百万

  円（前年同期比24.6％減）、営業利益は347百万円（前年同期比81.7％減）となりました。 

 ２．建材関連製品事業 

   住宅着工数減少の影響により住宅用ドア及びエクステリア製品が減少し、またマンション向け及び医療福祉施

  設向けの需要が減少した影響でビル用ドア、パーティションが低調に推移しました結果、当連結会計年度の売上

  高は31,860百万円（前年同期比14.8％減）、営業損失は1,492百万円（前年同期は営業損失434百万円）となりま

  した。 

 ３．サービス事業 

   連結子会社文化シヤッターサービス株式会社の業績等を含め、景気低迷の影響により修理、メンテナンス等が

  低調に推移しました結果、当連結会計年度の売上高は11,032百万円（前年同期比4.2％減）、営業利益は263百万

  円（前年同期比70.3％減）となりました。 

 ４．リフォーム事業 

   連結子会社ゆとりフォーム株式会社を中心に、リフォーム業界の競争激化の中で、堅調に推移しました結果、

  当連結会計年度の売上高は8,506百万円（前年同期比4.3％増）、営業利益は88百万円（前年同期は営業損失23百

  万円）となりました。 

 ５．その他事業 

   店舗及びビルのエントランス向けステンレス製品等が低調傾向にあり、当連結会計年度の売上高は3,357百万 

  円（前年同期比4.9％減）、営業利益は24百万円（前年同期比79.4％減）となりました。 

  

 ②次期の見通し 

  当グループを取り巻く建設業界におきましては、今後も企業収益悪化による建築投資の減少や住宅着工数の低迷

 等、さらに厳しい市場環境が続くと予想されます。そのような危機的状況において、グループ社員一人ひとりが危

 機感と使命感を共有し、お客様に「安心」「安全」を提供できる『快適環境のソリューショングループ』をめざす

 という長期ビジョン達成に向け、ピンチをチャンスに変えるべく、経営戦略に取り組んでまいります。 

  快適環境ソリューションとは、お客様の快適環境を実現するための活動を意味しており、お客様の視点に立ち、

 生活パターンや生活環境を十分理解したうえで、商品・サービスを提供する「ライフ・イン」の活動を繰り返し、

 お客様と長くお付き合いさせて頂くことで、お客様からの信頼を高め、また持続させる活動である「ライフロン 

 グ・パートナーシップ」という二つのコンセプトを核に、お客様はもとより、社会全般に対して持続的に貢献で 

 きる活動を意味しております。 

  平成22年度は、第二次中期経営計画の２年目であり、「事業領域の拡大」の基本テーマのもと、「メーカー原点

 の追求」を継続し、黒字化への重点施策を推し進めてまいります。 

  「売上の質の拡充と利益の創出」という基本方針に基づき、シャッターと並ぶ収益の柱であるドア・パーティシ

 ョン事業の強化を目的として、平成22年４月１日に新設したドア・パーティション事業部が中心となりグループ全

 体で事業戦略・拡販戦略を実施し、利益の創出をめざしてまいります。また、平成21年10月１日に新設したメンテ

 ナンス事業部を中心として、連結子会社である文化シヤッターサービス株式会社及びゆとりフォーム株式会社と連

 携し、メンテナンス事業、リニューアル事業及びリフォーム事業の強化を図り、ストック市場への積極的な事業展

 開を推し進めてまいります。海外におきましては、当グループ初の海外子会社であるBUNKA-VIETNAM CO.,Ltd.にお

１．経営成績

文化シヤッター㈱(5930)　平成22年３月期決算短信

－4－



 いて、平成22年４月１日より新工場が稼働しており、市場の成長が見込まれるベトナムにおいて、シャッター・ド

 アの現地生産及び販売に向け、積極的な事業展開を図ってまいります。不二サッシ株式会社との協業については、

 開発・生産・販売・施工までの一貫した両社の連携を強化させ、業務提携によるシナジー効果を最大限に発揮させ

 るための取り組みを推し進めてまいります。 

  また、「品質の向上、コストダウンをスピードをもって実践する」という基本方針に基づき、生産性の徹底追求

 によって、生産体制及び物流コストを見直し、競争力のあるコスト体質を構築してまいります。資材の調達方針、

 購買構造、購買基準を見直すことにより、グループ全体での仕入コストの削減を徹底追求してまいります。 

  さらに、企業コストの削減を目指し、平成21年度より開始したBXTCR（BX Total Cost Reduction）活動を継続推

 進し、販売費及び一般管理費の削減など、全社的な生産性の向上並びに利益体質の強化に取り組んでまいります。

  平成18年に制定いたしました 「ＣＳＲ憲章」により、グループ内に浸透してまいりましたＣＳＲへの取り組み 

 を定着させ、環境への取り組み及び地域への貢献、法令遵守等、グループ社員一人ひとりがその意義を理解し、自

 主的行動に結びつけるべく、さらなる教育・啓蒙を実施してまいります。 

  このように、当グループは「快適環境のソリューショングループ」として、お客様からの信頼、環境への配慮、

 地域への貢献など社会との共生を目指し、事業に取り組んでまいります。 

  平成23年３月期の連結業績につきましては、売上高965億円、営業利益19億5千万円、経常利益20億円、当期純利

 益19億5千万円を見込んでおります。  

  

(2）財政状態に関する分析 

 ①資産、負債及び純資産の状況 

  当連結会計年度末の総資産は74,900百万円となり、前連結会計年度末に比べ14,331百万円減少しました。流動資

 産は44,162百万円となり、7,347百万円減少しました。これは、受取手形及び売掛金が減少（6,028百万円）したこ

 と、現金及び預金が減少（1,173百万円）したことが主な要因であります。固定資産は30,738百万円となり、6,983

 百万円減少しました。これは、繰延税金資産が減少（5,766百万円）したこと、前払年金費用が減少（587百万円）

 したことが主な要因であります。  

  当連結会計年度末の負債は45,735百万円となり、前連結会計年度末に比べ4,405百万円減少しました。流動負債 

 は26,369百万円となり、4,134百万円減少しました。これは、支払手形及び買掛金が減少（1,820百万円）したこ 

 と、短期借入金が減少（1,450百万円）したことが主な要因であります。固定負債は19,366百万円となり、271百万

 円減少しました。これは、役員退職慰労引当金が減少（287百万円）したことが主な要因であります。 

  当連結会計年度末の純資産は29,165百万円となり、前連結会計年度末に比べ9,925百万円減少しました。これ 

 は、その他有価証券評価差額金が増加（798百万円）した一方で、当期純損失の計上（10,062百万円）、配当金の 

 支払い（618百万円）により、利益剰余金が減少（10,680百万円）したことが主な要因であります。 
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 ②キャッシュフローの状況  

  当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、7,067百万円となり、前連結会計年 

 度末に比べ1,263百万円減少しました。 

  当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は2,026百万円となりました。 

  収入の主な内訳は、売上債権の減少額6,028百万円、たな卸資産の減少額516百万円であり、支出の主な内訳 

 は、税金等調整前当期純損失4,195百万円、仕入債務の減少額1,820百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は1,063百万円となりました。 

  収入の主な内訳は、貸付金の回収による収入141百万円であり、支出の主な内訳は、有形固定資産の取得による 

 支出732百万円、貸付けによる支出146百万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度において財務活動の結果使用した資金は2,214百万円となりました。 

  支出の主な内訳は、短期借入金の純減少額1,450百万円、配当金の支払額618百万円であります。 

  

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

（注）１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

   ２．各指標は、下記の基準で算出しております。       

     自己資本比率…………………………………自己資本÷総資産  

     時価ベースの自己資本比率…………………株式時価総額÷総資産 

     キャッシュ・フロー対有利子負債比率……有利子負債÷キャッシュ・フロー 

     インタレスト・カバレッジ・レシオ………キャッシュ・フロー÷利払い 

   ３．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

   ４．キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを利用して

     おります。 

   ５．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち、短期借入金及び長期借入金を対象としており

     ます。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を利用しております。  

  

 (3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

    当社の利益配分に関する基本的な考え方は、財務体質の強化による安定的な利益確保により株主への安定配当 

    を継続しつつ、業績を勘案して配当額を決定することを基本方針としております。 

       当期の期末配当につきましては、１株当たり２円とし、中間配当２円と合わせて年間配当を４円とさせていただ

   く予定です。  

        次期の配当につきましては、業績予想の達成に努めるとともに、株主への利益還元をさらに推し進め、１株当た

   り年間６円（中間配当３円、期末配当３円）を予定しております。 

  

     

  

  

   平成18年３月期  平成19年３月期  平成20年３月期  平成21年３月期  平成22年３月期

 自己資本比率（％） 44.0 44.2 44.4 43.8 38.9

 時価ベースの自己資本比率

（％） 
    50.1     49.6     22.4     28.9     23.8

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（年） 
    0.4     15.8     0.4     0.9     0.0

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍） 
    78.1     1.7     53.6     18.8     23.2
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(4）事業等のリスク 

    当グループの事業に係るリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある主な事項は、以下の

   通りであります。当グループでは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の

   対応に努める所存であります。 

    なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当グループが判断したものでありま 

   す。 

  

   ①資材等の調達  

   当グループでは売上高の約40％をシャッター関連製品事業で占めており、その中核をなす製品として重量シャ

   ッター及び軽量シャッター、窓シャッター等があります。現在、これらシャッターの製造に必要な鋼材を複数の 

   会社から購入しておりますが、今年度は原油をはじめ、鉄鉱石や原料用石炭などの資源価格が上昇する中、鋼材の

   価格についてもその影響が及ぶと見ており、収益を確保する上で厳しい状況が予想されます。  

 

  ②商品の性能保持や安全対策  

   当グループは防火シャッターや防火ドアなど防災型の商品を各種取り扱っており、これらの商品は火災発生時 

   など緊急の際に性能が発揮されなければなりません。そのためには、保守点検が重要な要素となりますが、現状で

   はそれらの商品の定期的な保守点検は法制化されておらず、任意の契約となっております。現在、法制化に準じた

   制度で運用強化が進められておりますが、これまでのところそれら商品の保守点検契約率は一割に達しておりませ

   ん。このことは、火災発生時における安全性の担保への潜在的なリスクとなっております。また、建物の大型開口

部に設置される重量シャッター等に関しては、とくに安全性に関する厳密な性能が要求されます。重量シャッタ

ー等には障害物感知装置や安全装置を装備することができますが、これらの装備によっても、地震等の不測事態

の発生や製品自体の経年劣化、構造躯体の劣化等により、万一の事故の発生を防げるとまでは言い切れません。

重量があり、可動する開口部商品を取り扱う当グループにおいては、施工後のメンテナンスまで含めて一貫した

責任体制を敷いておりますが、万一、重大事故が発生すれば、当グループのブランドイメージが損なわれ、株価

や業績に悪影響が及ぶことは避けられません。  

 

③住宅着工戸数と非住宅着工床面積低迷の影響  

 当グループの先行指標となる住宅着工戸数、非住宅着工床面積は、ともに回復の兆しが見られるものの、依然

として低水準の傾向にあります。当グループは戸建て住宅向けにはガレージシャッターや窓用シャッター、マン

ション向けには玄関ドアなどを取り扱っており、今後も住宅及び非住宅の着工戸数が低迷し、その傾向が長期化

した場合、当連結会計年度以降の業績にも影響が出る可能性があります。  

 

④地震等自然災害による製品出荷への影響  

 当グループは、全国に販売拠点と共に製造拠点を配置しております。その中には地震発生率が世界の標準より

高い地域もあり、今後、そうした地域で災害が発生した場合、その被害を最小に食い止める体制を敷いていたと

しても、完全に防御できる保証はありません。今後の仮説として、東海及び首都圏地域で大規模な地震やその他

の操業を中断する事象が発生した場合、当該地区に設置する各生産拠点や販売拠点において、商品の供給体制の

複数化や販売・管理拠点の統合化など対策は進めておりますが、商品の生産能力低下や出荷及び供給が遅延する

ことは避けられず、顧客への対応に支障をきたし、結果として売上の低下を招くことがあり得ます。さらに、当

該地区の拠点に被害があった場合、その修復または代替のために多大な費用が発生する可能性があります。  

  

   ⑤公正取引委員会による調査  

        当社は、平成22年４月30日に同委員会から排除措置命令（案）及び課徴金納付命令（案）に係る事前通知書を 

      受領いたしました。同委員会の下す判断・処分の内容及び時期について、現段階で予測することはできず、その 

      内容によっては、当グループの業績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。 
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 当グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（文化シヤッター株式会社）、子会社14社及び関連会社４社により

構成されており、シャッター、住宅用建材及びビル用建材の製造販売とその保守点検・修理、住宅リフォームを主な事

業内容としております。また、注文家具の製造販売、損害保険代理業にも携わっております。 

 当グループの事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次の通りであります。 

(1)シャッター関連製品事業……当社が製造販売するほか、連結子会社株式会社テンパル、連結子会社BUNKA-VIETNAM  

               Co,.Ltd.においても製造販売しております。開閉機等の部品は連結子会社新生精機株 

               式会社が製造販売し、当社及び株式会社テンパルが仕入れて販売しております。連結 

               子会社沖縄文化シヤッター株式会社及び関連会社文化シヤッター秋田販売株式会社、 

               関連会社文化シヤッター高岡販売株式会社及び不二サッシ株式会社グループは当社か 

               ら一部商製品を仕入れて販売しております。 

(2)建材関連製品事業……………住宅用建材は当社が製造販売するほか、関連会社株式会社エコウッド及び不二サッシ 

               株式グループが製造しており、一部は当社で仕入れて販売しております。ビル用建材 

               は当社、連結子会社BUNKA-VIETNAM Co.,Ltd.及び不二サッシ株式会社グループが製造 

               販売するほか、ドアについては連結子会社株式会社ケンセイ、連結子会社ティアール 

               建材株式会社、連結子会社鹿島産業株式会社が、パーティション等については連結子 

               会社株式会社ビーエス建材がそれぞれ製造しており、一部は当社で仕入れて販売して 

               おります。連結子会社文化パネル工業株式会社は一部パーティションの施工等を行っ 

               ております。 

(3)サービス事業…………………当社及び連結子会社文化シヤッターサービス株式会社が商製品販売後の保守点検・修 

               理を行っております。 

(4)リフォーム事業………………当社の一部門及び連結子会社ゆとりフォーム株式会社が住宅リフォームを行っており 

               ます。 

(5)その他事業……………………連結子会社文化工芸株式会社が注文家具の製造販売、連結子会社あいわ保険サービス 

               株式会社が損害保険代理業、連結子会社ＢＸ紅雲株式会社がステンレス建材の製造販 

               売を行っております。 

 当グループの事業の系統図は、次の通りであります。 

 
  

※平成21年４月１日に不二サッシ株式会社の第２種優先株式を普通株式へ転換したことにより、不二サッシ株式会社は

 当社の持分法適用関連会社となりました。 

※当連結会計年度以降、次のような異動がありました。 

 平成22年１月15日に文化パネル工業株式会社と鹿島産業株式会社は、文化パネル工業株式会社を存続会社とする吸収

 合併契約を締結し、平成22年４月１日をもちまして合併いたしました。  

２．企業集団の状況
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 （１）会社の経営の基本方針  

    当グループは、お客様に「安心」「安全」を提供できる「快適環境のソリューショングループをめざして」を  

   長期ビジョンとして掲げ、平成21年度からの３ヶ年を第二次とする中期経営計画を推進中であります。  

    今年度（平成22年度）が２年目となる第二次中期経営計画では、基本テーマである「事業領域の拡大」に向け、

     「如何なる環境下においても、持続的に利益ある成長を続ける強い企業体質へ進化する」を基本方針として、次 

      なる成長のための構造改革と体質強化を徹底してまいります。  

 

  （２）目標とする経営指標  

        当グループは、第二次中期経営計画最終年度（2012年３月期）の売上高営業利益率4.2％を、目標とする経営指 

      標としております。  

 

 （３）中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題  

   ①「ライフ・イン」の発想による提案型商品の拡充とドア・パーティション事業の強化・拡充 

    当グループは、長期ビジョンである「お客様に安心安全を提供する快適環境のソリューショングループの実現」

   をめざして、お客様の視点と生活感覚に適した商品やサービスを提供する「ライフ・イン」と、それらの商品やサ

   ービスを通じてお客様の信頼を高め、いつまでも末永くご愛顧頂きたいという「ライフロング・パートナーシッ 

   プ」の２つのコンセプトのもと、住宅や店舗、工場、医療・福祉施設など様々な用途に対して、お客様の使途や用

   途にきめ細かく対応できる提案型商品の拡充を進めております。 

    この商品づくりを基本として、今後、高齢化社会がますます加速していく状況を踏まえ、当グループでは病院や

   福祉施設、高齢者専用の賃貸住宅等を対象に、バリアフリー対応の引き戸やユニバーサルデザインの折れ戸を中心

   としたドアやパーティションの拡販を図るべく、ビル建材事業の強化を進めてまいりました。また、ドア・パーテ

   ィションの供給体制については、東日本エリアの生産拠点であるグループ会社のティアール建材株式会社と、西日

   本エリアの御着工場の東西２拠点体制としての基盤整備を図ってまいりました。 

    今年度は、商品の企画・開発から製造、販売戦略までを一体化させた「ドア・パーティション事業部」を新設 

   し、ドア及びパーティションなどビル建材事業を拡充し、売上と利益の拡大に繋げてまいります。  

 

   ②ストック市場への対応強化  

    お客様に商品を末永く安心してお使い頂く「ライフロング・パートナーシップ」のコンセプトのもと、ストック

   市場への対応強化を図る当グループでは、保守点検契約を推進するメンテナンス事業と、保守点検契約に絡めて、

   ビルや店舗のリニューアル物件を複合的に受注するリニューアル事業を展開するため、平成21年10月に「メンテナ

   ンス事業部」を新設し、東名阪の三大都市圏を対象エリアとしてストック市場の開拓を進めております。  

    一方、当グループでは、万一の火災の際に作動する防火設備として、防火シャッター及び防火ドアを販売してお

   りますが、これらの商品を正しく機能させ、安全を維持するためには、定期点検やメンテナンスによる維持管理が

   不可欠となります。現在、防火シャッターや防火ドアを対象に保守点検の法制化が進められる中、平成20年４月に

   新設した保守・点検事業推進室により、保守点検事業のビジネスモデルづくりに取り組んでおります。  

    また、住宅向けのリフォーム事業に特化したグループ会社の「ゆとりフォーム株式会社」は、首都圏地区を対象

   エリアに、エンドユーザーと直結した住宅リフォーム事業の基盤をより強固にするため、工事代も含めた料金が一

   目でわかるようパッケージ化した定額リフォーム商品「安心価格」などにより拡販を進めております。今後も、ア

   フターフォローの強化などによるリピートオーダーの獲得など、収益基盤の安定・強化に向けてさらに注力してま

   いります。  

 

   ③企業コストの削減を推進  

    当グループを取り巻く市場が依然として低迷を続ける中、収益を確保するには全部門による実効力のあるコスト

   ダウンの取り組みが必要と認識しております。このため、構造改革を軸とした全社的なコスト管理体制の見直しと

   再構築を図る「ＢＸＴＣＲ活動」を徹底して推進することで、企業コストの削減に取り組んでまいります。  

    具体的には、①製造・開発部門によるコスト削減、②設計・工務部門によるコスト削減、③人件費の削減による

   コスト削減、④一般固定費の削減など、全社的なコストダウン政策を一段と強化し、実行してまいります。  

 

   ④海外展開の拡充  

    建築物における防火基準の新たな制定など、ベトナム市場の成長が期待できることから、平成20年４月にハノ  

   イに駐在事務所を開設し、同年12月には海外生産子会社であるBUNKA-VIETNAM Co.,Ltd.を設立いたしました。そし

   て、ハノイの近郊に建設を進めていた工場が平成22年３月に竣工し、ベトナム国内での供給体制が整ったことか 

   ら、今後も安定的に高い経済成長率で推移することが見込まれるベトナム市場でのシャッター及びドアの拡販に向

３．経営方針
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   け、積極的な事業展開を図ってまいります。  

 

   ⑤環境配慮への取り組み  

    当グループでは、「ライフ・イン」の発想と共に、環境配慮設計指針に基づき、環境をテーマにした商品開発に

   取り組んでおります。平成20年７月にはさらなる安心・安全性を追求する総合的な試験・検証施設として「ライフ

   インセンター」を開設しており、環境配慮設計により開発した商品についても、ライフインセンターでの評価と検

   証を実施した上で、市場への供給を進めております。  

    当グループでは素材に廃木材と樹脂廃材を100％用いた再生複合材を、住宅や幼稚園・学校、公共施設など、幅 

   広い用途に対応する環境建材「テクモク」として販売しております。この環境対応型商品の事業展開をさらに拡大

   させるため、平成20年12月に再生複合材の素材メーカーである株式会社エコウッドに資本参加し、素材生産から設

   計、販売、施工までの一貫した責任体制を整えました。  

    また、グループ会社の株式会社テンパルが製造・販売を行う、日除け機能を備えた可動式テント「ロールオーニ

   ング」は、夏場のエアコン稼働率を３分の１に抑える省エネ効果の高い商品であるため、今後はこのロールオーニ

   ングとテクモクを環境配慮型の代表的な商品として、グループ全体で積極的な拡販を図ってまいります。  

 

   ⑥施工体制の強化  

    商品の製造から施工・サービスまでを手がける当グループは、工事力と施工管理体制のさらなる強化をめざし  

   て、工事員の育成、技能向上、施工生産性の向上、技術力の強化など、多面的な工事体制の強化を進めてまいりま

   した。さらに、施工品質の向上をはじめ、業務効率の改善による生産性の向上と徹底したコスト管理を推進するた

   め、平成21年４月に首都圏地区にある３支社の施工部門を統括する首都圏地区施工統括部を新設いたしました。今

   年度は同統括部の取り組みを、施工体制の強化に向けたビジネスモデルとして、中部及び関西地区へ展開してまい

   ります。  

 

   ⑦事業領域の拡大  

    第二次中期経営計画「事業領域の拡大」の大きな施策として、当グループは平成21年３月に、不二サッシ株式会

   社と資本および業務提携を締結いたしました。この提携は、アルミやスチールなど互いの持つ素材バリエーション

   や固有の技術を活用しあうことで総合建材グループとして協業関係を構築し、営業基盤の拡充と生産、物流、調達

   等のコストダウンを進めるものであります。両社の社員で構成される協業推進委員会では、販売や商品開発、コス

   トダウンなどをテーマに定期的な協議を開催しており、同委員会によって打ち出された具体的な施策を、スピード

   を持って実行に移し、売上と利益の拡大に繋がるよう協業成果を積み上げてまいります。  

    また、当グループでは第二次中期経営計画「事業領域の拡大」を実現するため、環境事業分野や介助サポート事

   業など、既存事業以外の新たな事業領域の拡大を推し進め、お客様に安心安全を提供する快適環境のソリューショ

   ングループの実現をめざしてまいります。  
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,624 7,451

受取手形及び売掛金 30,938 24,910

商品及び製品 6,032 5,909

仕掛品 628 664

原材料及び貯蔵品 2,552 2,087

繰延税金資産 943 1,336

その他 1,990 2,056

貸倒引当金 △201 △252

流動資産合計 51,509 44,162

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 8,934 8,621

機械装置及び運搬具（純額） 2,095 1,749

工具、器具及び備品（純額） 540 448

土地 7,971 8,097

リース資産（純額） 345 536

建設仮勘定 282 96

有形固定資産合計 20,170 19,550

無形固定資産   

のれん 9 7

リース資産 1 1

その他 972 810

無形固定資産合計 982 818

投資その他の資産   

投資有価証券 5,293 5,587

破産更生債権等 524 766

繰延税金資産 6,621 854

前払年金費用 2,228 1,641

その他 2,802 2,771

貸倒引当金 △901 △1,253

投資その他の資産合計 16,569 10,369

固定資産合計 37,722 30,738

資産合計 89,232 74,900
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 19,946 18,125

短期借入金 1,450 0

リース債務 89 172

未払法人税等 363 495

未払消費税等 139 69

未払費用 4,745 4,376

賞与引当金 1,699 1,360

役員賞与引当金 5 2

工事損失引当金 393 471

設備関係支払手形 186 35

その他 1,483 1,259

流動負債合計 30,503 26,369

固定負債   

長期借入金 0 0

リース債務 287 419

繰延税金負債 － 204

退職給付引当金 16,170 16,157

役員退職慰労引当金 783 495

受入保証金 1,999 1,861

長期前受収益 160 146

圧縮未決算特別勘定 120 －

負ののれん 40 30

その他 75 50

固定負債合計 19,637 19,366

負債合計 50,140 45,735

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,051 15,051

資本剰余金 14,159 14,159

利益剰余金 11,214 533

自己株式 △1,240 △1,255

株主資本合計 39,185 28,488

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △104 693

土地再評価差額金 － 0

為替換算調整勘定 10 △17

評価・換算差額等合計 △93 676

純資産合計 39,091 29,165

負債純資産合計 89,232 74,900
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（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 111,848 93,390

売上原価 85,200 71,238

売上総利益 26,647 22,151

販売費及び一般管理費 26,995 25,293

営業損失（△） △348 △3,141

営業外収益   

受取利息 51 16

受取配当金 144 94

受取賃貸料 76 65

受取保険金 1 12

負ののれん償却額 10 10

助成金収入 － 211

その他 110 104

営業外収益合計 393 514

営業外費用   

支払利息 88 86

投資事業組合運用損 34 9

持分法による投資損失 － 713

その他 81 106

営業外費用合計 205 915

経常損失（△） △159 △3,542

特別利益   

固定資産売却益 12 0

圧縮記帳未決算特別勘定戻入額 － 120

投資有価証券売却益 0 －

収用補償金 609 －

その他 24 0

特別利益合計 646 120

特別損失   

たな卸資産除却損 23 －

固定資産売却損 0 1

固定資産除却損 136 88

圧縮記帳未決算特別勘定繰入額 120 －

販売用不動産評価損 － 85

投資有価証券売却損 135 －

投資有価証券評価損 466 43

会員権評価損 20 －

貸倒引当金繰入額 315 112

特別補修費 386 95

割増退職金 8 284

減損損失 － 49

その他 163 11

特別損失合計 1,777 772

税金等調整前当期純損失（△） △1,291 △4,195

法人税、住民税及び事業税 695 546

法人税等調整額 301 5,320

法人税等合計 996 5,867

当期純損失（△） △2,287 △10,062

文化シヤッター㈱(5930)　平成22年３月期決算短信

－13－



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 15,051 15,051

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 15,051 15,051

資本剰余金   

前期末残高 14,164 14,159

当期変動額   

自己株式の処分 △4 △0

当期変動額合計 △4 △0

当期末残高 14,159 14,159

利益剰余金   

前期末残高 14,395 11,214

当期変動額   

剰余金の配当 △893 △618

当期純損失（△） △2,287 △10,062

当期変動額合計 △3,180 △10,680

当期末残高 11,214 533

自己株式   

前期末残高 △1,251 △1,240

当期変動額   

自己株式の取得 △11 △16

自己株式の処分 22 1

当期変動額合計 10 △14

当期末残高 △1,240 △1,255

株主資本合計   

前期末残高 42,360 39,185

当期変動額   

剰余金の配当 △893 △618

当期純損失（△） △2,287 △10,062

自己株式の取得 △11 △16

自己株式の処分 17 1

当期変動額合計 △3,175 △10,696

当期末残高 39,185 28,488
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 679 △104

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △783 798

当期変動額合計 △783 798

当期末残高 △104 693

土地再評価差額金   

前期末残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 0

当期変動額合計 － 0

当期末残高 － 0

為替換算調整勘定   

前期末残高 － 10

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 10 △28

当期変動額合計 10 △28

当期末残高 10 △17

評価・換算差額等合計   

前期末残高 679 △93

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △773 770

当期変動額合計 △773 770

当期末残高 △93 676

純資産合計   

前期末残高 43,039 39,091

当期変動額   

剰余金の配当 △893 △618

当期純損失（△） △2,287 △10,062

自己株式の取得 △11 △16

自己株式の処分 17 1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △773 770

当期変動額合計 △3,948 △9,925

当期末残高 39,091 29,165
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失（△） △1,291 △4,195

減価償却費 1,760 1,720

減損損失 － 49

圧縮記帳未決算特別勘定繰入額 120 －

圧縮記帳未決算特別勘定戻入額 － △120

負ののれん償却額 △10 △10

貸倒引当金の増減額（△は減少） 278 403

賞与引当金の増減額（△は減少） △219 △338

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △72 △3

退職給付引当金の増減額（△は減少） △629 575

受取利息及び受取配当金 △195 △110

支払利息 88 86

投資事業組合運用損益（△は益） 34 9

投資有価証券評価損益（△は益） 466 43

会員権評価損 20 8

投資有価証券売却損益（△は益） 134 －

固定資産処分損益（△は益） 124 89

持分法による投資損益（△は益） － 713

売上債権の増減額（△は増加） 3,288 6,028

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,667 516

販売用不動産評価損 － 85

仕入債務の増減額（△は減少） △2,742 △1,820

受入保証金の増減額（△は減少） △107 △138

その他の資産の増減額（△は増加） 671 △358

その他の負債の増減額（△は減少） △1,067 △817

その他 △145 △125

小計 2,175 2,291

利息及び配当金の受取額 199 111

利息の支払額 △89 △87

法人税等の支払額 △613 △288

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,672 2,026
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） △26 △89

投資有価証券の売却による収入 11 －

投資有価証券の取得による支出 △1,395 △3

有形固定資産の売却による収入 97 4

有形固定資産の取得による支出 △2,070 △732

無形固定資産の取得による支出 △252 △125

長期前払費用の取得による支出 － △112

関係会社株式の取得による支出 △100 －

貸付けによる支出 △122 △146

貸付金の回収による収入 280 141

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,577 △1,063

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △200 △1,450

長期借入金の返済による支出 △11 △0

リース債務の返済による支出 △48 △140

自己株式の取得による支出 △11 △6

自己株式の売却による収入 17 1

配当金の支払額 △893 △618

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,147 △2,214

現金及び現金同等物に係る換算差額 10 △11

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,041 △1,263

現金及び現金同等物の期首残高 11,373 8,331

現金及び現金同等物の期末残高 8,331 7,067

文化シヤッター㈱(5930)　平成22年３月期決算短信

－17－



 該当事項はありません。 

   

 １．連結の範囲に関する事項 

   連結子会社の数 14社 

   主要な連結子会社名 

    新生精機株式会社 

    文化シヤッターサービス株式会社 

    ゆとりフォーム株式会社 

    株式会社テンパル 

    

 ２．持分法の適用に関する事項 

  （1）当連結会計年度における持分法適用関連会社は不二サッシ株式会社１社であります。 

     不二サッシ株式会社の第２種優先株式を普通株式に転換し、当社の議決権所有割合が30.2％となったため、当 

         連結会計年度より、持分法適用の範囲に含めております。  

  （2）持分法を適用していない関連会社文化シヤッター秋田販売株式会社、関連会社文化シヤッター高岡販売株式会 

     社、関連会社株式会社エコウッドに対する投資については、それぞれ連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影 

     響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 

  

 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

   連結子会社のうち、BUNKA-VIETNAM Co.,Ltd.の決算日は12月31日であります。連結財務諸表の作成にあたっては、

   同日現在の財務諸表を使用しております。ただし、１月１日から連結決算日３月31日までの期間に発生した重要な

   取引については、連結上必要な調整を行っております。 なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結会 

   計年度末日と一致しております。 

  

 ４．会計処理基準に関する事項 

  (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

   ①有価証券  

   ・その他有価証券  

     時価のあるもの  

      決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法によ 

      り算定しております） 

      時価のないもの  

      総平均法による原価法  

     なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）につ

     いては、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で

     取り込む方法によっております。  

    ②たな卸資産  

     当社及び連結子会社は主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

    方法により算定）を採用しております。  

  

(5)継続企業の前提に関する注記

(6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
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  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法  

   ①有形固定資産（リース資産を除く） 

    当社及び国内連結子会社は定率法を、また、在外連結子会社は定額法を採用しております。  

   （ただし、当社及び国内連結子会社は平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については、

   定額法によっております。） 

    なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

    建物及び構築物    ３～65年 

    機械装置及び運搬具  ３～12年  

    また、取得価額が１０万円以上２０万円未満の減価償却資産については、３年間で均等償却をしております。  

    ②無形固定資産（リース資産を除く） 

    当社及び連結子会社は定額法を採用しております。 

    なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

    す。  

   ③リース資産 

    所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

    自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。  

    なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引

    については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。  

  

  (3) 重要な引当金の計上基準  

   ①貸倒引当金  

    売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

    権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。  

    ②賞与引当金  

    従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。  

    ③役員賞与引当金  

    役員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度末における支給見込額に基づき計上しております。  

    ④退職給付引当金  

    当社及び連結子会社のうち４社は、従業員の退職給付に備えるため当連結会計年度末における退職給付債務及び

    年金資産の見込額に基づき計上しております。その他の連結子会社につきましては、退職給付の重要性が乏しい

    ため退職給付会計基準における簡便法（当期末要支給額100％相当額を計上）を適用しております。   

    数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額 

    法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとしております。また、過去勤務債務は、従業

    員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理することとしております。  

   （会計方針の変更） 

    当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第19号 平成20年

    ７月31日）を適用しております。 

    なお、これによる営業損失、経常損失及び税金等調整前当期純損失に与える影響はありません。  

    ⑤役員退職慰労引当金  

    当社及び連結子会社は、役員の退職金支給に備えるため、それぞれの内規に基づく当連結会計年度末における要

    支給額全額を計上しております。なお、当社は、平成18年６月29日の定時株主総会の日をもって役員退職慰 

    労金制度を廃止し、それまでの在任期間に対応する金額は対象役員の退任時に支払うこととしているため、役員

    退職慰労引当金については、制度廃止以降の繰入れはなく、対象役員の退任時に取り崩すこととしております。

   ⑥工事損失引当金  

    工事の完成に伴い発生することが確実な受注工事の損失に備えるため、工事原価の発生見込額が受注金額を超過

    する可能性が高い当連結会計年度末手持工事のうち、当該超過額を合理的に見積ることが可能となった工事につ

    いて、翌連結会計年度以降の損失見込額を計上しております。  
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  （4）重要な収益及び費用の計上基準 

    完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

    ①当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事 

     工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法） 

    ②その他の工事 

     工事完成基準 

    （会計方針の変更） 

     請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、当連結会計年度よ

     り、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計

     基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用し、当連結会計年度に着手した

     工事契約から、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行

          基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

     なお、従来の方法によった場合と比べ、売上高、営業損失、経常損失及び税金等調整前当期純損失に与える影

     響はありません。 

  

  (5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準  

    外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

    す。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中

    平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。 

  

  (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項  

    消費税等の会計処理  

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。  

  

 ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項  

   連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。  

  

 ６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項  

   のれん及び負ののれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。  

  

 ７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲  

   手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

   ない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。  
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(7)連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

１. 有形固定資産の減価償却累計額は27,339百万円で

あります。 

１. 有形固定資産の減価償却累計額は 百万円で

あります。 

28,415

２. 関連会社に係る注記 

 関連会社に対するものは次の通りであります。 

２. 関連会社に係る注記 

 関連会社に対するものは次の通りであります。 

  投資有価証券（株式） 百万円104   投資有価証券（株式） 百万円1,137

３. 担保に供されている資産 ３. 担保に供されている資産 

  

上記のうち、（ ）内書は工場財団抵当並びに対応

債務を示しております。 

担保資産  

建物及び構築

物 
百万円1,922 (715百万円)

機械装置及び

運搬具 
百万円182 (182百万円)

工具器具及び

備品 
百万円0 (0百万円)

土地 百万円1,029 (517百万円)

合計 百万円3,133 (1,415百万円)

担保付債務  

短期借入金 百万円930 (930百万円)

受入保証金 百万円1,327 (-百万円)

長期前受収益 百万円153 (-百万円)

合計 百万円2,411 (930百万円)

  

上記のうち、（ ）内書は工場財団抵当並びに対応

債務を示しております。 

担保資産  

建物及び構築

物 
百万円1,821 ( 百万円)666

機械装置及び

運搬具 
百万円148 ( 百万円)148

工具器具及び

備品 
百万円0 ( 百万円)0

土地 百万円1,029 ( 百万円)517

合計 百万円2,999 ( 百万円)1,332

担保付債務  

受入保証金 百万円1,233 (   -百万円)

長期前受収益 百万円140 (   -百万円)

合計 百万円1,373 (   -百万円)

４. 受取手形裏書譲渡高 160百万円 ４. 受取手形裏書譲渡高 百万円108

５. 収用補償金受入により有形固定資産の取得価額か 

ら直接減額した圧縮記帳額の内訳 

５. ────── 

  建物及び構築物 百万円102         

６. 圧縮未決算特別勘定の内訳  ６. ────── 

  建物及び構築物 百万円55

機械装置及び運搬具 百万円65

      

     

７．  ────── ７. 前連結会計年度末に「商品及び製品」に計上して

いた販売用不動産 百万円を「土地」に振替えて

おります。 

101

８．  ────── ８. 損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工

事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示してお

ります。損失の発生が見込まれる工事契約に係る

たな卸資産のうち、工事損失引当金に対応する額

は 百万円（うち、商品及び製品 百万円）で

あります。  

178 178

９． ───── ９. コミットメントライン契約の締結 

当社は平成21年10月26日付けで、運転資金の効率 

的な調達を行うため取引銀行５行とコミットメン 

トライン契約を締結しております。当連結会計年 

度末におけるコミットメントライン契約に係る借 

入未実行残高等は次の通りであります。 

      コミットメントライン契約の総額   百万円 7,000

借入実行残高   百万円 －

差引額   百万円 7,000
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次の通りであります。 

１. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次の通りであります。 

  減価償却費 百万円538

貸倒引当金繰入額 百万円171

貸倒損失 百万円16

賞与引当金繰入額 百万円1,003

役員賞与引当金繰入額 百万円5

退職給付費用 百万円969

役員退職慰労引当金繰入額 百万円25

役員報酬・賞与及び給与手当 百万円11,533

  減価償却費 百万円569

貸倒引当金繰入額 百万円442

貸倒損失 百万円52

賞与引当金繰入額 百万円793

役員賞与引当金繰入額 百万円2

退職給付費用 百万円1,188

役員退職慰労引当金繰入額 百万円25

役員報酬・賞与及び給与手当 百万円11,163

２. 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費                百万円 1,703

２. 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費                百万円 1,294

３. 固定資産売却益は、建物及び構築物の売却益12百

万円他によるものであります。 

３. 固定資産売却益は、工具器具及び備品の売却益 百

万円によるものであります。 

0

４. 固定資産売却損は、機械装置及び運搬具の売却損 

0百万円他によるものであります。 

４. 固定資産売却損は、機械装置及び運搬具の売却損 

百万円他によるものであります。 1

５. 固定資産除却損は、建物及び構築物65百万円、機

械装置及び運搬具15百万円、工具器具及び備品10

百万円並びに土地44百万円他によるものでありま

す。 

５. 固定資産除却損は、建物及び構築物 百万円、機械

装置及び運搬具 百万円、工具器具及び備品 百

万円他によるものであります。 

2

10 73

６. 圧縮記帳未決算特別勘定繰入額 

収用補償金受入により将来取得予定の資産に対す

る圧縮記帳額を基に算定しております。  

６. ────── 

７. ────── ７. 圧縮記帳未決算特別勘定戻入額の内訳 

建物及び構築物            百万円 

機械装置及び運搬具          百万円

55

65

８. ────── ８. 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額 

                   百万円78
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前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

９. ────── ９. 減損損失 

当連結会計年度において、当グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上いたしまし 

た。 

当グループは、原則として事業部門別に区分し賃

貸用不動産については個々の物件単位でグルーピ

ングをしております。時価の著しい下落及び収益

性の著しい低下により、上記の土地の帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

として特別損失に計上いたしました。 

なお、当該土地の回収可能価額は、使用価値によ 

り測定しており、将来キャッシュ・フローを2.0％ 

で割り引いて算定しております。  

当グループは、原則として事業部門別に区分し将

来の使用が見込まれない遊休資産については、

個々の物件単位でグルーピングをしております。 

今後の利用計画もなく、回収可能性が認められな 

いため、上記の帳簿価額を備忘価額まで減額し、 

当該減少額を減損損失として特別損失に計上いた 

しました。 

場所 用途 種類 減損損失 

群馬県前

橋市  

賃貸不動

産  
土地  2百万円 

場所 用途 種類 減損損失 

栃木県小

山市  

シャッタ

ー製造設

備  

機械装置 12百万円

静岡県掛

川市  

シャッタ

ー製造設

備  

機械装置  7百万円

兵庫県姫

路市  

建材製造

設備  
機械装置 26百万円
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前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加31,800株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少54,978株は、単元未満株式の売渡しによる減少20,162株及び鹿島産業株

式会社が保有していた自己株式34,816株を売却したものであります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  72,196,487  －  －  72,196,487

合計  72,196,487  －  －  72,196,487

自己株式         

普通株式（注１．２）  3,500,303  31,800  54,978  3,477,125

合計  3,500,303  31,800  54,978  3,477,125

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  412  6 平成20年３月31日 平成20年６月30日

平成20年11月５日 

取締役会 
普通株式  481  7 平成20年９月30日 平成20年12月10日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式    481 利益剰余金    7 平成21年３月31日 平成21年６月29日
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当連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加57,607株は、単元未満株式の買取りによる増加27,477株及び不二サッシ

株式会社を持分法適用会社に含めたことに伴う増加30,130株であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少3,258株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  72,196,487  －  －  72,196,487

合計  72,196,487  －  －  72,196,487

自己株式         

普通株式（注１．２）  3,477,125  57,607  3,258  3,531,474

合計  3,477,125  57,607  3,258  3,531,474

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  481  7 平成21年３月31日 平成21年６月29日

平成21年11月11日 

取締役会 
普通株式  137  2 平成21年９月30日 平成21年12月10日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式    137 資本剰余金    2 平成22年３月31日 平成22年６月30日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に 

   掲記されている科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に 

   掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年３月31日現在） （平成22年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 百万円8,624

預金期間が３ヶ月を超える定期

預金 
△ 百万円293

現金及び現金同等物 百万円8,331

現金及び預金勘定 百万円7,451

預金期間が３ヶ月を超える定期

預金 
百万円△383

現金及び現金同等物 百万円7,067

文化シヤッター㈱(5930)　平成22年３月期決算短信

－25－



  

（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．ファイナンス・リース取引 

〈借主側〉 

(1)所有権移転ファイナンス・リース取引 

 ①リース資産の内容 

  有形固定資産 

  建材事業における生産設備用金型（工具、器具及び 

  備品）であります。 

１．ファイナンス・リース取引 

〈借主側〉 

(1)所有権移転ファイナンス・リース取引 

 ①リース資産の内容 

  有形固定資産 

  建材事業における生産設備用金型（工具、器具及び 

  備品）であります。 

 ②リース資産の減価償却費 

  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  「４．会計処理基準に関する事項 (2)重要な減価償 

  却資産の減価償却の方法」に記載の通りでありま 

  す。  

 ②リース資産の減価償却費 

  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  「４．会計処理基準に関する事項 (2)重要な減価償 

  却資産の減価償却の方法」に記載の通りでありま 

  す。  

(2)所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 ①リース資産の内容  

 (ア)有形固定資産 

   財務情報ネットワークシステムにおけるコンピュー

   タ端末機及び工事用車両（「工具、器具及び備 

   品」、「機械装置及び運搬具」）であります。 

(2)所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 ①リース資産の内容  

 (ア)有形固定資産 

   財務情報ネットワークシステムにおけるコンピュー

   タ端末機及び工事用車両（「工具、器具及び備 

   品」、「機械装置及び運搬具」）であります。 

 (イ)無形固定資産  

   ソフトウェアであります。  

 (イ)無形固定資産  

   ソフトウェアであります。  

 ②リース資産の減価償却費  

  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  「４．会計処理基準に関する事項 (2)重要な減価償 

  却資産の減価償却の方法」に記載の通りでありま 

  す。  

 ②リース資産の減価償却費  

  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  「４．会計処理基準に関する事項 (2)重要な減価償 

  却資産の減価償却の方法」に記載の通りでありま 

  す。  

〈貸主側〉 

該当事項はありません。 

〈貸主側〉 

該当事項はありません。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっており、その内容は次の通りであります。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっており、その内容は次の通りであります。 

〈借主側〉 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当 

  額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

 436  243  193

工具、器具及
び備品 

 1,672  1,192  480

合計  2,109  1,435  674

〈借主側〉 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当 

  額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

 352  244  108

工具、器具及
び備品 

 783  555  228

合計  1,136  799  336

(2)未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 百万円353

１年超  335

計  688

(2)未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 百万円227

１年超  118

計  346
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決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償 

  却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

  
(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額 

  法によっております。 

 ・利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額 

  を利息相当額とし、各期への配分方法については利息 

  法によっております。 

支払リース料 百万円677

減価償却費相当額 百万円620

支払利息相当額 百万円23

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償 

  却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

  
(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額 

  法によっております。 

 ・利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額 

  を利息相当額とし、各期への配分方法については利息 

  法によっております。 

支払リース料 百万円404

減価償却費相当額 百万円370

支払利息相当額 百万円16

〈貸主側〉 

該当事項はありません。 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

〈貸主側〉 

該当事項はありません。 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 
  
２．オペレーティング・リース取引 

〈借主側〉 

未経過リース料 

〈貸主側〉 

未経過リース料 

１年以内 百万円15

１年超  36

計  52

２．オペレーティング・リース取引 

〈借主側〉 

未経過リース料 

〈貸主側〉 

未経過リース料 

１年以内 百万円13

１年超  17

計  30

１年以内 百万円316

１年超  3,336

計  3,652

１年以内 百万円309

１年超  3,013

計  3,323

（金融商品関係）
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 前連結会計年度（平成21年３月31日）  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）その他有価証券で時価のある株式について288百万円減損処理を行っております。なお、当該株式の減損処理の基 

   準については、時価が取得原価に比べて、50％以上の下落率によっております。 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

  

３．時価のない主な有価証券の内容 

（注）投資事業有限責任組合への出資には、当該投資事業組合が保有する「その他有価証券」に対する時価評価額（持分

   相当額172百万円）を含んでおります。なお、当連結会計年度において、当該投資事業有限責任組合への出資につ

   いて178百万円減損処理を行っております。当該減損処理の基準につきましては、時価が取得原価に比べて50％以 

   上の下落率によっております。 

（有価証券関係）

  種類 取得原価
（百万円） 

 連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額
（百万円） 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

(1）株式 1,626 2,269 643

(2)債券      

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 1,626 2,269 643

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

(1）株式 3,261 2,443 △817

(2）債券      

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 3,261 2,443 △817

合計 4,888 4,713 △174

売却額 
（百万円） 

売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

 11  0  135

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)満期保有目的の債券  －  

合計 －  

(2)その他有価証券   

①非上場株式  288

②投資事業有限責任組合への出

資 
 187

合計  475
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 当連結会計年度（平成22年３月31日）  

１．その他有価証券 

 （注）１．その他有価証券で時価のある株式について41百万円減損処理を行っております。なお、当該株式の減損   

処理の基準については、時価が取得原価に比べて、50％以上の下落率によっております。 

    ２．非上場株式（連結貸借対照表計上額 288百万円）については、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

    ３．投資事業有限責任組合への出資（連結貸借対照表計上額 290百万円）については、時価を把握することが

極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。なお、当該投資事業

組合への出資には「その他有価証券」に対する時価評価額（持分相当額264百万円）を含んでおります。  

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

     該当事項はありません。 

  種類 連結貸借対照表計上額
（百万円） 

  取得原価
（百万円） 

差額
（百万円） 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

(1）株式 3,403  2,413 989

(2)債券      

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 3,403  2,413 989

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

(1）株式 1,135  1,402 △267

(2）債券      

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 1,135  1,402 △267

合計 4,538  3,816 722
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 前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

  デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

 当連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

  デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社のうち５社は、確定給付型の制度として、基金型企業年金制度及び退職一時金制度を設

けており、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。また、連結子会社のうち４社は退職

一時金制度を設けており、５社は退職給付制度を設けておりません。 

 なお、厚生年金基金は昭和46年８月に設立し、平成２年４月より退職給与の一部（15％相当額）を厚生年金

基金制度へ移行、平成16年１月より厚生年金基金制度から企業年金基金制度へ移行しております。 

  

２．退職給付債務及びその内訳 

 （注）１．一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。 

    ２．前連結会計年度末及び当連結会計年度末において、基金型企業年金制度における年金資産が退職給

付債務を上回るため、前払年金費用を計上しております。 

  

（デリバティブ取引関係）

（退職給付関係）

  前連結会計年度 
（平成21年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成22年３月31日現在）

(1）退職給付債務（注１） 百万円△23,133 百万円△22,905

(2）年金資産 百万円5,816 百万円7,109

(3）未積立退職給付債務 (1)＋(2) 百万円△17,316 百万円△15,795

(4) 会計基準変更時差異の未処理額 ―百万円 ―百万円

(5）未認識数理計算上の差異 百万円3,454 百万円1,332

(6）未認識過去勤務債務（債務の減額） 百万円△79 百万円△53

(7）連結貸借対照表計上額純額 

(3)＋(4)＋(5)＋(6) 
百万円△13,941 百万円△14,516

(8) 前払年金費用（注２） 百万円2,228 百万円1,641

(9）退職給付引当金 (7)－(8) 百万円△16,170 百万円△16,157
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３．退職給付費用の内訳 

 （注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「(1) 勤務費用」に計上しております。 

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

   

  
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日）

(1）勤務費用（注） 百万円995 百万円1,015

(2）利息費用 百万円458 百万円460

(3）期待運用収益 百万円△212 百万円△174

(4）会計基準変更時差異の費用処理額 ―百万円 ―百万円

(5）数理計算上の差異の費用処理額 百万円370 百万円595

(6）過去勤務債務の費用処理額 百万円△26 百万円△26

(7）退職給付費用(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)＋(6) 百万円1,586 百万円1,870

  
前連結会計年度 

（平成21年３月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成22年３月31日現在）

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(2）割引率 2.0％ 2.0％ 

(3）期待運用収益率 3.0％ 3.0％ 

(4）過去勤務債務の額の処理年数 10年（発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法

により費用処理すること

としております。） 

同左 

(5）数理計算上の差異の処理年数 10年（各連結会計年度の

発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法

により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理すること

としております。） 

同左 
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（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

  

繰延税金資産  

退職給付引当金 百万円5,626

投資有価証券評価損  736

賞与引当金  690

役員退職慰労引当金  317

減損損失  69

その他有価証券評価差額金  325

その他  907

繰延税金資産小計  8,672

評価性引当額  △996

繰延税金資産合計  7,675

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金  △92

土地圧縮積立金  △18

繰延税金負債合計  △111

繰延税金資産の純額  7,564

繰延税金資産  

退職給付引当金 百万円5,842

投資有価証券評価損  907

賞与引当金  552

役員退職慰労引当金  201

減損損失  89

繰越欠損金  2,229

貸倒引当金   545

その他  782

繰延税金資産小計  11,150

評価性引当額  △8,959

繰延税金資産合計  2,191

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金  △185

土地圧縮積立金  △18

繰延税金負債合計  △204

繰延税金資産の純額  1,987

（注）１．当連結会計年度における繰延税金資産の純額は

連結貸借対照表の以下の項目に含まれておりま

す。 

（注）１．当連結会計年度における繰延税金資産の純額は

連結貸借対照表の以下の項目に含まれておりま

す。 

流動資産－繰延税金資産 百万円943

固定資産－繰延税金資産  6,621

流動負債－繰延税金負債  －

固定負債－繰延税金負債  －

流動資産－繰延税金資産 百万円1,336

固定資産－繰延税金資産  854

流動負債－繰延税金負債  －

固定負債－繰延税金負債  204

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

  税金等調整前当期純損失を計上しているため記載して

  おりません。 

  税金等調整前当期純損失を計上しているため記載して

  おりません。 
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 当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）  

  

当社グループでは、東京都において、商業用施設（土地を含む。）を有しております。平成22年３月期における

当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は326百万円（賃貸収益は営業収益に、主な賃貸費用は売上原価に計上）であり

ます。 

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。 

 (注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

２．当連結会計年度増減額は、減価償却による減少であります。 

３．当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。 

  
（追加情報） 

当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20年11月28

日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号 平成20年11月

28日）を適用しております。 

（賃貸等不動産関係）

 連結貸借対照表計上額（百万円） 当連結会計年度末の時価 

（百万円） 前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高 

 1,755  △51 1,704  5,380
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最近２連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次の通りであります。 

 （注）１．事業区分は、売上集計区分によっております。 

２．各事業の主要な製品 

(1) シャッター関連製品事業……軽量シャッター・重量シャッター・オーバードア・パネルシャッター・ 

               窓シャッター・シャッター関連 

(2) 建材関連製品事業……………エクステリア・横引き雨戸・ドア・パーティション 

(3) サービス事業…………………保守・修理 

(4) リフォーム事業………………リフォーム 

(5) その他事業……………………賃貸収入 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,787百万円であり、その主なもの

は、当社本社の人事総務部等管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は16,643百万円であり、その主なものは、当社での

余資運用資金（現預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産であります。 

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用の償却額が含まれております。 

６．追加情報 

  当社及び連結子会社は、機械装置について、平成20年度の税制改正を契機に、当連結会計年度より耐用年数

の見直しを行っております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当連結会計年度の営業

費用は、シャッター関連製品事業が29百万円、建材関連製品事業が30百万円、その他事業が5百万円増加

し、営業利益（営業損失）が同額減少（増加）しております。 

  

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  

前連結会計年度
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

シャッター 
関連製品事業 
（百万円） 

建材関連 
製品事業 
（百万円） 

サービス
事業 

（百万円） 

リフォーム
事業 

（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益                

売上高                

(1）外部顧客に対する売

上高 
 51,262 37,378 11,519 8,159 3,528  111,848  － 111,848

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 2,178 3 818 6 100  3,108 ( )3,108 －

計  53,440 37,382 12,338 8,165 3,629  114,956 ( )3,108 111,848

営業費用  51,540 37,817 11,453 8,189 3,511  112,512 ( )315 112,196

営業利益又は 

営業損失(△)  
 1,899 △434 885 △23 118  2,444 ( )2,792 △348

Ⅱ 資産、減価償却費及び

資本的支出 
               

資産  37,753 22,505 6,831 1,765 4,580  73,437  15,794 89,232

減価償却費  714 479 67 16 123  1,400  363 1,763

資本的支出  908 728 102 80 425  2,245  358 2,604
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 （注）１．事業区分は、売上集計区分によっております。 

２．各事業の主要な製品 

(1) シャッター関連製品事業……軽量シャッター・重量シャッター・オーバードア・パネルシャッター・ 

               窓シャッター・シャッター関連 

(2) 建材関連製品事業……………エクステリア・横引き雨戸・ドア・パーティション 

(3) サービス事業…………………保守・修理 

(4) リフォーム事業………………リフォーム 

(5) その他事業……………………賃貸収入 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,369百万円であり、その主なもの

は、当社本社の人事総務部等管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は15,374百万円であり、その主なものは、当社での

余資運用資金（現預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産であります。 

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用の償却額が含まれております。   

  

当連結会計年度
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

シャッター 
関連製品事業 
（百万円） 

建材関連 
製品事業 
（百万円） 

サービス
事業 

（百万円） 

リフォーム
事業 

（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益                

売上高                

(1）外部顧客に対する売

上高 
 38,632 31,860 11,032 8,506 3,357  93,390  － 93,390

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 2,265 4 649 1 123  3,044 ( )3,044 －

計  40,898 31,864 11,681 8,508 3,480  96,434 ( )3,044 93,390

営業費用  40,551 33,357 11,418 8,419 3,456  97,203 (  )671 96,531

営業利益又は 

営業損失(△)  
 347 △1,492 263 88 24  △768 ( )2,372 △3,141

Ⅱ 資産、減価償却費及び

資本的支出 
               

資産  27,523 19,831 6,967 1,940 4,143  60,406  14,494 74,900

減価償却費  649 413 70 27 114  1,274  450 1,725

資本的支出  524 128 43 31 35  763  359 1,123
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 前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

  全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも

 90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

 当連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

  全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも

 90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

 前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

  海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 

  

 当連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

  海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 

  

 前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

  該当事項はありません。 

 （追加情報） 

  当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）

   及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17 

    日）を適用しております。なお、これによる開示対象に該当する取引はありません。 

  

 当連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

  １．関連当事者との取引 

    該当事項はありません。 

  ２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

   (1)親会社情報 

     該当事項はありません。 

    (2)重要な関連会社の要約財務情報 

     当連結会計年度において、重要な関連会社は不二サッシ株式会社であり、その要約連結財務諸表は以 

     下の通りであります。 

  

      流動資産合計          40,690百万円 

      固定資産合計         29,288百万円 

       

      流動負債合計         51,899百万円 

      固定負債合計         13,111百万円 

   

      純資産合計            4,967百万円 

   

      売上高                        91,168百万円 

      税金等調整前当期純損失       1,639百万円 

      当期純損失                   1,679百万円 

  

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高

（関連当事者情報）
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 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

   

 （重要な後発事象）  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 円85銭568

１株当たり当期純損失金額 円29銭33

１株当たり純資産額 円 銭424 75

１株当たり当期純損失金額 円 銭146 52

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当期純損失（百万円）  2,287  10,062

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純損失（百万円）  2,287  10,062

期中平均株式数（株）  68,728,244  68,676,249

前連結会計年度  
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

──────  当社は、平成20年11月19日、独占禁止法違反の疑いがあ

るとして、公正取引委員会による立ち入り調査を受けてお

りましたが、平成22年４月30日に同委員会から排除措置命

令（案）及び課徴金納付命令（案）に係る事前通知書を受

領いたしました。 

 この件に関しまして、当社の判断や解釈とは異なる部分

があるため、同委員会からの説明を受けた上でその内容を

精査し、慎重に対応してまいる予定であります。  

文化シヤッター㈱(5930)　平成22年３月期決算短信

－37－



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,530 2,958

受取手形 10,647 8,537

売掛金 18,107 14,791

商品及び製品 5,633 5,576

仕掛品 348 402

原材料及び貯蔵品 1,768 1,356

前渡金 1,019 967

前払費用 212 246

繰延税金資産 626 1,068

短期貸付金 140 118

従業員に対する短期貸付金 46 59

未収入金 503 617

立替金 62 55

その他 14 11

貸倒引当金 △168 △216

流動資産合計 43,494 36,551

固定資産   

有形固定資産   

建物 17,739 17,754

減価償却累計額 △9,756 △10,211

建物（純額） 7,983 7,542

構築物 1,815 1,816

減価償却累計額 △1,457 △1,506

構築物（純額） 358 310

機械及び装置 9,719 9,679

減価償却累計額 △8,154 －

減価償却累計額及び減損損失累計額 － △8,369

機械及び装置（純額） 1,564 1,310

車両運搬具 173 152

減価償却累計額 △154 △133

車両運搬具（純額） 18 18

工具、器具及び備品 3,505 3,516

減価償却累計額 △3,085 △3,187

工具、器具及び備品（純額） 419 329

土地 6,981 7,305

リース資産 309 595

減価償却累計額 △39 △145

リース資産（純額） 269 449

建設仮勘定 252 85

有形固定資産合計 17,848 17,352
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

無形固定資産   

特許権 59 47

借地権 120 100

電話加入権 136 136

ソフトウエア 388 317

リース資産 1 1

その他 88 63

無形固定資産合計 794 665

投資その他の資産   

投資有価証券 5,152 5,083

関係会社株式 898 2,340

出資金 18 18

長期貸付金 7 11

従業員に対する長期貸付金 64 56

関係会社長期貸付金 545 409

破産更生債権等 469 703

長期前払費用 31 49

繰延税金資産 5,829 －

前払年金費用 1,366 876

長期未収入金 702 701

差入保証金 49 38

事業保険積立金 327 218

敷金 811 797

会員権 428 413

貸倒引当金 △1,090 △1,462

投資その他の資産合計 15,613 10,258

固定資産合計 34,256 28,276

資産合計 77,750 64,827

負債の部   

流動負債   

支払手形 6,523 5,720

買掛金 11,165 10,128

短期借入金 1,450 －

リース債務 72 148

未払金 151 87

未払法人税等 93 188

未払消費税等 49 －

未払費用 4,330 4,112

前受金 895 791

預り金 125 134

賞与引当金 1,059 839

工事損失引当金 393 471
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

設備関係支払手形 57 18

流動負債合計 26,366 22,641

固定負債   

リース債務 221 345

繰延税金負債 － 204

退職給付引当金 13,360 13,168

役員退職慰労引当金 709 404

受入保証金 1,969 1,835

長期前受収益 160 146

固定負債合計 16,420 16,104

負債合計 42,787 38,745

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,051 15,051

資本剰余金   

資本準備金 12,151 12,151

その他資本剰余金 2,013 2,013

資本剰余金合計 14,164 14,164

利益剰余金   

その他利益剰余金   

土地圧縮積立金 26 26

別途積立金 8,000 5,000

繰越利益剰余金 △943 △7,553

利益剰余金合計 7,082 △2,526

自己株式 △1,240 △1,248

株主資本合計 35,058 25,440

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △95 641

評価・換算差額等合計 △95 641

純資産合計 34,962 26,081

負債純資産合計 77,750 64,827
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 92,579 75,524

売上原価   

商品期首たな卸高 2,418 1,745

製品期首たな卸高 4,702 3,887

当期製品製造原価 35,399 27,842

取付経費 14,264 12,510

当期商品仕入高 22,008 19,631

合計 78,793 65,617

他勘定振替高 34 225

商品期末たな卸高 1,745 1,779

製品期末たな卸高 3,887 3,796

売上原価合計 73,126 59,815

売上総利益 19,453 15,709

販売費及び一般管理費 20,621 19,239

営業損失（△） △1,168 △3,530

営業外収益   

受取利息 54 21

受取配当金 577 638

受取賃貸料 102 98

受取保険金 0 0

助成金収入 － 164

その他 101 89

営業外収益合計 835 1,012

営業外費用   

支払利息 85 82

貸与資産減価償却費 43 53

投資事業組合運用損 34 9

その他 61 68

営業外費用合計 224 213

経常損失（△） △556 △2,731

特別利益   

収用補償金 221 －

補助金収入 24 －

投資損失引当金戻入額 90 －

債務免除益 － 0

固定資産売却益 0 －

投資有価証券売却益 0 －

特別利益合計 336 0
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

特別損失   

固定資産売却損 － 1

投資有価証券売却損 135 －

固定資産除却損 85 85

貸倒引当金繰入額 441 141

投資有価証券評価損 466 22

関係会社株式評価損 89 －

会員権評価損 18 8

特別補修費 382 87

割増退職金 8 284

減損損失 － 49

販売用不動産評価損 － 85

その他 50 3

特別損失合計 1,677 768

税引前当期純損失（△） △1,897 △3,499

法人税、住民税及び事業税 202 149

法人税等調整額 298 5,341

法人税等合計 500 5,491

当期純損失（△） △2,398 △8,991
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 15,051 15,051

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 15,051 15,051

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 12,151 12,151

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,151 12,151

その他資本剰余金   

前期末残高 2,013 2,013

当期変動額   

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 2,013 2,013

資本剰余金合計   

前期末残高 14,164 14,164

当期変動額   

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 14,164 14,164

利益剰余金   

その他利益剰余金   

土地圧縮積立金   

前期末残高 26 26

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 26 26

別途積立金   

前期末残高 8,000 8,000

当期変動額   

別途積立金の取崩 － △3,000

当期変動額合計 － △3,000

当期末残高 8,000 5,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 2,348 △943

当期変動額   

別途積立金の取崩 － 3,000

剰余金の配当 △893 △618

当期純損失（△） △2,398 △8,991
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当期変動額合計 △3,292 △6,609

当期末残高 △943 △7,553

利益剰余金合計   

前期末残高 10,375 7,082

当期変動額   

剰余金の配当 △893 △618

当期純損失（△） △2,398 △8,991

当期変動額合計 △3,292 △9,609

当期末残高 7,082 △2,526

自己株式   

前期末残高 △1,236 △1,240

当期変動額   

自己株式の取得 △11 △9

自己株式の処分 7 1

当期変動額合計 △4 △7

当期末残高 △1,240 △1,248

株主資本合計   

前期末残高 38,354 35,058

当期変動額   

剰余金の配当 △893 △618

当期純損失（△） △2,398 △8,991

自己株式の取得 △11 △9

自己株式の処分 7 1

当期変動額合計 △3,296 △9,617

当期末残高 35,058 25,440

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 682 △95

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △777 736

当期変動額合計 △777 736

当期末残高 △95 641

評価・換算差額等合計   

前期末残高 682 △95

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △777 736

当期変動額合計 △777 736

当期末残高 △95 641
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 39,036 34,962

当期変動額   

剰余金の配当 △893 △618

当期純損失（△） △2,398 △8,991

自己株式の取得 △11 △9

自己株式の処分 7 1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △777 736

当期変動額合計 △4,073 △8,880

当期末残高 34,962 26,081
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 該当事項はありません。 

   

 １．有価証券の評価基準及び評価方法  

  (1)子会社株式及び関連会社株式 

    総平均法による原価法  

  (2)その他有価証券  

    時価のあるもの 

     期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により 

         算定しております） 

    時価のないもの 

     総平均法による原価法 

    なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）につい 

    ては、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り 

       込む方法によっております。  

  ２．たな卸資産の評価基準及び評価方法  

  (1)製品、仕掛品 

       総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しており 

       ます。 

   (2)商品、貯蔵品 

       個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しておりま 

       す。 

  (3)原材料 

       最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し 

       ております。 

 ３．固定資産の減価償却の方法  

   (1)有形固定資産（リース資産を除く） 

       定率法を採用しております。 

    （ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)については、定額法によっております。

     なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

    建物及び構築物  ３～65年  

    機械及び装置   ３～10年  

    また、取得価額が１０万円以上２０万円未満の減価償却資産については、３年間で均等償却をしております。 

   (2)無形固定資産（リース資産を除く） 

    定額法を採用しております。 

    なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

    す。  

    (3)リース資産  

    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。  

    なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引

    については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(4)継続企業の前提に関する注記

(5)重要な会計方針
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 ４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準  

      外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理をしておりま 

        す。  

 ５．引当金の計上基準  

   (1)貸倒引当金  

     売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

        権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。  

   (2)賞与引当金  

     従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。  

   (3)退職給付引当金  

     従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

        ります。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10  

        年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。また、

        過去勤務債務は、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理すること 

        としております。  

   (会計方針の変更）  

    当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第19号 平成20年 

    ７月31日）を適用しております。なお、これによる営業損失、経常損失及び税引前当期純損失に与える影響は 

    ありません。 

   (4)役員退職慰労引当金  

     役員の退職金支給に備えるため設定したもので、内規に基づく期末要支給額全額を計上しております。なお、平

        成18年6月29日の定時株主総会の日をもって役員退職慰労金制度を廃止し、それまでの在任期間に対応する金額 

        は対象役員の退任時に支払うこととしているため、役員退職慰労引当金については、制度廃止以降の繰入れは 

        なく、対象役員の退任時に取り崩すこととしております。 

   (5)工事損失引当金  

     工事の完成に伴い発生することが確実な受注工事の損失に備えるため、工事原価の発生見込額が受注金額を超 

        過する可能性が高い期末手持工事のうち、当該超過額を合理的に見積ることが可能となった工事について、翌事

        業年度以降の損失見込額を計上しております。  

  ６．収益及び費用の計上基準 

    完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

         イ 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事 

           工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法） 

         ロ その他の工事 

           工事完成基準 

     （会計方針の変更） 

        請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、当事業年度より、   

       「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の

        適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用し、当事業年度に着手した工事契約  

        から、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進

        捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。なお、従来の方法

        によった場合と比べ、売上高、営業損失、経常損失及び税引前当期純損失に与える影響はありません。 

  ７．その他財務諸表作成のための重要な事項 

     消費税等の会計処理  

     消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。  
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(6)個別財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

１．担保に供されている有形固定資産 １．担保に供されている有形固定資産 

土地 (408)百万円920

建物 (440) 1,635

構築物 ( 11) 23

計 (860) 2,579

土地 ( )百万円920 408

建物 ( ) 1,558 413

構築物 (   ) 18 8

計 ( ) 2,497 830

上記有形固定資産は 上記有形固定資産は 

  短期借入金 (930)百万円930

  受入保証金 ( －) 1,327

  長期前受収益 ( －) 153

  計 (930) 2,411 の担保に供しております。 

上記のうち、( )内書は工場財団抵当並びに対応債

務を示しております。 

  受入保証金 (  )百万円1,233 －

  長期前受収益 (  ) 140 －

  計 ( ) 1,373 －

の担保に供しております。 

上記のうち、( )内書は工場財団抵当並びに対応債

務を示しております。 

２．関係会社に係る注記 

区分掲記されるもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対する主な資産及び負債は次の通りであり

ます。 

２．関係会社に係る注記 

区分掲記されるもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対する主な資産及び負債は次の通りであり

ます。 

  

受取手形 百万円590

売掛金  420

支払手形  1,113

買掛金  704

受取手形 百万円513

売掛金  609

支払手形  932

買掛金  823

３．                ────── ３．前事業年度末に「商品及び製品」に計上していた販売

  用不動産 百万円を「土地」に振替えております。 101

４．                ────── ４．損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工事損

  失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。

  損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産の

  うち、工事損失引当金に対応する額は 百万円（う 

  ち、商品及び製品 百万円）であります。     

178

178

５．                ────── ５．コミットメントライン契約の締結 

  当社は平成21年10月26日付けで、運転資金の効率的な

  調達を行うため取引銀行５行とコミットメントライン

  契約を締結しております。当事業年度末におけるコミ

  ットメントライン契約に係る借入未実行残高等は次の

  通りであります。      

     コミットメントライン契約の総額 百万円7,000

   借入実行残高 百万円－

差引額 百万円7,000
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（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

百万円 1,588

１．研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

百万円 1,199

２．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の通

   りであります。 

２．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の通

  りであります。                 

減価償却費 百万円463

貸倒引当金繰入額  150

貸倒損失  16

賞与引当金繰入額  721

退職給付費用  824

役員報酬・賞与及び給与手当  8,446

福利厚生費  1,614

支払手数料  1,131

研究開発費  1,588

減価償却費 百万円476

貸倒引当金繰入額  415

貸倒損失  52

賞与引当金繰入額  584

退職給付費用  1,006

役員報酬・賞与及び給与手当  8,140

福利厚生費  1,563

支払手数料  1,021

研究開発費  1,199

３．関係会社に係る注記 

営業外収益に含まれている関係会社に対するものは

下記の通りであります。 

３．関係会社に係る注記 

営業外収益に含まれている関係会社に対するものは

下記の通りであります。 

受取配当金 百万円434 受取配当金 百万円545

４．        ──────  ４．売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額 

                      百万円 78

５．        ────── ５．減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上いたしました。 

当社は、原則として事業部門別に区分し賃貸用不動

産については個々の物件単位でグルーピングをして

おります。時価の著しい下落及び収益性の著しい低

下により、上記の土地の帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に

計上いたしました。 

なお、当該土地の回収可能価額は、使用価値により

測定しており、将来キャッシュ・フローを2.0％で 

割り引いて算定しております。  

当社は、原則として事業部門別に区分し将来の使用

が見込まれない遊休資産については、個々の物件単

位でグルーピングをしております。今後の利用計画

もなく、回収可能性が認められないため、上記の帳

簿価額を備忘価額まで減額し、当該減少額を減損損

失として特別損失に計上いたしました。 

場所 用途 種類 減損損失 

群馬県前橋市 賃貸不動産 土地  2百万円 

場所 用途 種類 減損損失 

栃木県 

小山市  

シャッター

製造設備  
機械装置 12百万円

静岡県 

掛川市  

シャッター

製造設備  
機械装置  7百万円

兵庫県 

姫路市  

建材 

製造設備  
機械装置 26百万円
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前事業年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加31,800株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少20,162株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。 

  

当事業年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加27,477株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少3,258株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。 

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式（注１．２）  3,465,487  31,800  20,162  3,477,125

合計  3,465,487  31,800  20,162  3,477,125

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式（注１．２）  3,477,125  27,477  3,258  3,501,344

合計  3,477,125  27,477  3,258  3,501,344
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（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．ファイナンス・リース取引  

＜借主側＞  

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 ①リース資産の内容 

  (ア)有形固定資産 

   財務情報ネットワークシステムにおけるコンピュ 

   ータ端末機及び工事用車両（「工具、器具及び備 

    品」、「車両運搬具」）であります。  

１．ファイナンス・リース取引  

＜借主側＞  

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 ①リース資産の内容 

  (ア)有形固定資産 

   財務情報ネットワークシステムにおけるコンピュ 

   ータ端末機及び工事用車両（「工具、器具及び備 

    品」、「車両運搬具」）であります。  

  (イ)無形固定資産 

    ソフトウェアであります。 

  (イ)無形固定資産 

    ソフトウェアであります。 

 ②リース資産の減価償却費の方法 

   重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」 

   に記載の通りであります。 

 ②リース資産の減価償却費の方法 

   重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」 

   に記載の通りであります。 

＜貸主側＞ 

 該当事項はありません。  

＜貸主側＞ 

 該当事項はありません。  

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっており、その内容は次の通りであります。  

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっており、その内容は次の通りであります。  

＜借主側＞  

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当 

   額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  工具、器具及び備品等

取得価額相当額 百万円1,550

減価償却累計額相当額 百万円1,126

期末残高相当額 百万円423

＜借主側＞  

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当 

   額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  工具、器具及び備品等

取得価額相当額 百万円706

減価償却累計額相当額 百万円513

期末残高相当額 百万円192

(2)未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 百万円249

１年超  183

計  433

(2)未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 百万円151

１年超  46

計  198

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 百万円540

減価償却費相当額 百万円489

支払利息相当額 百万円16

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 百万円287

減価償却費相当額 百万円269

支払利息相当額 百万円6

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

 ……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

   定額法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

 ……リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

   差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

   ては、利息法によっております。 

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

 ……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

   定額法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

 ……リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

   差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

   ては、利息法によっております。 
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前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

＜貸主側＞ 

 該当事項はありません。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

２．オペレーティング・リース取引 

＜借主側＞ 

未経過リース料 

  
＜貸主側＞ 

未経過リース料 

１年以内 百万円15

１年超  36

計  52

１年以内 百万円316

１年超  3,336

計  3,652

＜貸主側＞ 

 該当事項はありません。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

２．オペレーティング・リース取引 

＜借主側＞ 

未経過リース料 

  
＜貸主側＞ 

未経過リース料 

１年以内 百万円13

１年超  17

計  30

１年以内 百万円309

１年超  3,013

計  3,323
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前事業年度（平成21年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

   当事業年度（平成22年３月31日）  

   子会社株式及び関連会社株式 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式 

    これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「子会社株式

及び関連会社株式」には含めておりません。 

  

  

  

（有価証券関係）

  
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式  －  －  －

関連会社株式  1,033  1,066  32

合計  1,033  1,066  32

区分  貸借対照表計上額（百万円）  

子会社株式  1,202

関連会社株式  104

（税効果会計関係）

前事業年度  
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

  
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

  税引前当期純損失を計上しているため記載しておりま

  せん。 

繰延税金資産  

退職給付引当金     4,856百万円

投資有価証券評価損  840

賞与引当金  428

役員退職慰労引当金  287

未払事業税  11

減損損失  73

その他有価証券評価差額金  325

その他  566

繰延税金資産小計  7,390

評価性引当額 △816 

繰延税金資産合計  6,573

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金  △98

土地圧縮積立金  △18

繰延税金負債合計  △117

繰延税金資産の純額  6,456

繰延税金資産  

退職給付引当金      百万円4,977

繰繰越欠損金  1,964

投資有価証券評価損  1,011 

貸倒引当金  526

賞与引当金  339

役員退職慰労引当金  163

未払事業税  16

減損損失  93

その他  654

繰延税金資産小計  9,747

評価性引当額  △8,679

繰延税金資産合計  1,068

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金  △18

土地圧縮積立金  △185

繰延税金負債合計  △204

繰延税金資産の純額  863

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

  税引前当期純損失を計上しているため記載しておりま

  せん。 
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 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

   

 （重要な後発事象）  

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 508円78銭

１株当たり当期純損失金額 34円90銭

１株当たり純資産額 円 銭379 68

１株当たり当期純損失金額 円 銭130 86

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

  
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当期純損失（百万円）  2,398  8,991

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純損失（百万円）  2,398  8,991

期中平均株式数（株）  68,728,312  68,706,379

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

────── 
  

 当社は、平成20年11月19日、独占禁止法違反の疑いがあ

るとして、公正取引委員会による立ち入り調査を受けてお

りましたが、平成22年４月30日に同委員会から排除措置命

令（案）及び課徴金納付命令（案）に係る事前通知書を受

領いたしました。 

 この件に関しまして、当社の判断や解釈とは異なる部 

分があるため、同委員会からの説明を受けた上でその内容

を精査し、慎重に対応してまいる予定であります。  
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(1）生産実績 

  当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りであります。  

 （注）セグメント間の取引については相殺消去しております。 

  

(2）商品仕入実績 

  当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りであります。 

 （注）セグメント間の取引については相殺消去しております。 

  

 (3）受注状況 

   当連結会計年度の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りであります。 

 （注）セグメント間の取引については相殺消去しております。 

  

６．その他

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

前年同期比（％） 

シャッター関連製品事業（百万円）  20,858   77.7

建材関連製品事業（百万円）  10,229  88.9

サービス事業（百万円）  －  －

リフォーム事業（百万円）  －  －

その他事業（百万円）  894  115.8

合  計（百万円）  31,982  81.8

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

前年同期比（％） 

シャッター関連製品事業（百万円）  1,977  71.0

建材関連製品事業（百万円）  12,809   92.2

サービス事業（百万円）  512       64.1

リフォーム事業（百万円）  5,741       105.3

その他事業（百万円）  1,336  82.9

合  計（百万円）  22,376  91.2

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％） 

シャッター関連製品事業  35,480  74.1  9,736  75.5

建材関連製品事業  32,823  93.5  15,516  106.6

サービス事業  11,336  99.2  1,416  127.3

リフォーム事業  8,537  104.7  685  104.6

その他事業  3,429  75.3  1,116  69.3

 合  計  91,608  85.5  28,470  92.4
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(4）販売実績 

  当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りであります。 

 （注）セグメント間の取引については相殺消去しております。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

前年同期比（％） 

シャッター関連製品事業（百万円）  38,632      75.4

建材関連製品事業（百万円）  31,860       85.2

サービス事業（百万円）  11,032      95.8

リフォーム事業（百万円）  8,506      104.3

その他事業（百万円）  3,357      95.1

合  計（百万円）  93,390       83.5
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